
は様々な業種で使用されており

労働災害も多数発生しています。
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化学物質の性状に関連の強い労働災害の分析結果
（厚生労働省 令和６年11月公表資料）【抜粋】

化学工業（119 件）、金属製品製造業（88 件）よりも

食料品製造業（162 件）、小売業・飲食店（計 134 件）で多く発生。

資料４

「化学物質」

事業主・安全衛生担当者のみなさまへ

令和元年から令和３年に全国で発生した
「有害物等との接触」による労働災害計1,229 件から抜粋

災害事例
は裏面に

危険性・有害性のある化学物質による労働災害は、休業4日以上のもの
でも年間400件以上起きています。（全国値）
その内容を分析すると、化学工業のみならず、より広い業種、より多様
な作業、特別規則の規制対象でない化学物質が原因、で起きていることが
判明しています。



労働安全衛生関係法令の改正により、
令和６年４月から業種・事業規模を問わず、
化学物質管理者の選任やリスクアセスメント等に
基づく適切な管理等が義務づけられています。

関連情報
（災害分析・業種別
マニュアル等）

労働基準部  健康安全課

食料品製造業・飲食店での洗浄作業
化学物質管理マニュアル 解説テキスト
（厚生労働省 第 1 版 2025 年 3 月）より抜粋

労働基準局広報キャラクター「たしかめたん」
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